
岡山市公園・遊園地等愛護委員会活動報償金交付要綱
（目的）

第1条　この要綱は，公園，緑道，緑地，遊園地及びちびっこ広場（以下「公園・遊園地等」という。）の清潔を保持し，安全かつ快適な利用に供するとともに，併せて公共施設愛護の精神の高揚を，市と地域住民との密な連携の下に実現するため，市が，公園・遊園地等愛護委員会（以下「委員会」という。）に対して交付する公園・遊園地等愛護委員会活動報償金（以下「報償金」）という。）に関し，必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

(1) 公園・遊園地等　岡山市公園条例（昭和３５年市条例第１１号）に規定する公園，緑
道，緑地，岡山市児童遊園地条例（昭和４８年市条例第３５号）に規定する児童遊園地，
その他市が管理する小規模緑地及びちびっこ広場をいう。
　(2) 愛護委員会　公園・遊園地等の愛護活動に対して市長の報償金交付認定を受けた団体
をいう。
（報償金交付認定要件）

第３条　報償金交付認定を受けることができる団体は，次の各号に掲げる要件のいずれをも満たすものでなければならない。
(1) 愛護活動を行おうとする公園・遊園地等の周辺の地域住民をもって組織されたもので

あること。

　(2) 会長を置き，会長は愛護活動を統括するものとする。また，その他必要な役員を置く
ものとする。

　(3) 公園・遊園地等の施設のある地域の町内会役員を置くこと。
(4) １の公園・遊園地等につき，１の委員会であること。
　(5) ５００㎡以上の面積を有する公園・遊園地等に設立すること。ただし，複数の公園・
遊園地等を合計して５００㎡以上となる場合は，この限りでない。
　(6) 愛護活動の基準は，次に掲げるとおりとし，当該基準による愛護活動を実施するに足
りると認められる数の構成員を有するものであること。
　　ア　公園・遊園地等の清掃及び除草。ただし，清掃又は除草の回数については，概ね年４回以上とする。

　　イ　公園・遊園地等に設置している施設の点検及び不具合等があった場合の市への連絡。

　　ウ　公園・遊園地等に設置している施設の適正な利用についての指導。

　　エ　公園・遊園地等の利用者に対する公共施設愛護についての啓蒙。
　　オ　その他公園・遊園地等の管理に関し，愛護活動の目的達成のために必要と認められること。

　(7)　愛護活動の目的を達成するため，管理人を置くこと。
　　ア　管理人設置の基準は，次の表に定めるところによる。
	公園・遊園地等の面積
	管理人数の上限

	５００㎡以上５，０００㎡未満
	２人

	５，０００㎡以上１０，０００㎡未満
	３人

	１０，０００㎡以上
	４人


　　イ　管理人は，随時，公園・遊園地等の適正な利用指導と施設の点検連絡，公共施設愛護についての啓蒙に努めるとともに清掃，除草等の環境美化に努めるものとする。
２　前項の規定にかかわらず，市長が特に認めるものについては，別途協議して委員会の設立を認定することができる。
（認定の申請）

第４条　報償金交付認定を受けようとする団体は，公園・遊園地等愛護委員会認定申請書（様式第１号。以下「認定申請書」という。）及び公園・遊園地等管理人選任届（様式第２号）を市長に提出しなければならない。この場合において，認定を受けようとする委員会は，当該委員会が対象とする，公園・遊園地等の位置図及び委員会規約を添付するものとする。
２　市長は，認定申請書の提出があったときは，内容を審査し，前条の認定要件を充足する
ものと認めたときは，速やかにこれを認定し，認定申請書を提出した団体に対し，公園・
遊園地等愛護委員会設立認定通知書（様式第３号）により通知するものとする。
３　委員会の設立時期は，前項の通知をした日とする。　　
４　市長は，第２項の審査により不認定としたときは，速やかに当該団体に対してその旨を
通知するものとする。

（変更の届出）

第５条　委員会は，次の各号のいずれかに該当するときは，公園・遊園地等愛護委員会異動届（様式第４号）を速やかに市長に提出しなければならない。
　(1) 委員会を解散しようとするとき。

　(2) 会長を変更したとき。

　(3) 管理人を変更したとき。

　(4) 規約を変更したとき。
　(5) 報償金の振込口座を変更したとき。

　(6) 愛護委員会活動を行う公園・遊園地等に増減があったとき。

（報償金の額）

第６条　市長は，委員会に対し，予算の範囲内で報償金を交付するものとし，その額は，次の表に掲げる基本額と管理人割額の合算額とする。

	区　分
	単　位
	金額（年額）

	基本額
	委員会１団体につき
	１２，０００円

	管理人割額
	管理人１人につき
	２７，６００円


２　年度の中途で設立又は解散した場合の報償金の交付は，設立の場合は設立認定日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは，その日の属する月）から開始し，解散の場合においては，解散した日の属する月の前月（その日が月の末日であるときは，その日の属する月）とし，その月数による月割で算定するものとする。

３　前項の規定は，年度中途で管理人が増加又は減少したときの報償金の交付について準用
する。
４　市長は，委員会の活動が第３条第１項第６号に規定する基準に対し，不十分であったと
　認めるとき又は次条第１項の規定により報告された活動実績の内容に虚偽があったと認め
るときは，第１項の金額を減額することができる。

（報償金の交付）

第７条　報償金の交付を受けようとする委員会は，事前に当該年度の活動内容その他必要事項を活動報告書（様式第５号）に記載し，市長に報告しなければならない。

２　市長は，前項の報告書の内容を審査し，適当と認めたときは，報償金を交付するものと
する。
３　交付時期は，９月末日及び３月末日の活動終了確認後とする。ただし，年度中途で解散
した場合は，解散後速やかに交付するものとする。

（指導及び助言）
第８条　市長は，必要に応じ，委員会の活動内容等に関し，指導及び助言をすることができる。

（認定の取消し等）

第９条　市長は，委員会が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは，設立の認定を取消すことができる。

(1) 偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。

(2) 活動実績がないか，又は著しく不良である場合であって，正当な理由なく市長の改善指示に従わないとき。

　(3) その他委員会として認めることが不適当であるとき。
２　市長は，前項の規定により認定を取り消したときは，当該委員会に対して書面により速やかに通知するものとする。

３　市長は，第１項の規定により認定を取り消した場合において，当該取消しに係る部分に
　関し，既に報償金が交付されているときは，当該委員会に対し，期限を定めてその返還を
　命ずるものとする。
（その他）

第１０条　この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，その都度市長が定める。

附　則

１　この要綱は，平成２４年６月１日から施行する。

２　この要綱の施行の際，現に設立されている委員会については，第３条に規定する報償金
交付認定要件を満たしているものとみなす。





















































































